
気候変動適応推進に向けた
国立環境研究所の取り組み

国立環境研究所 気候変動適応センター

肱岡靖明

エコプロ2019同時開催セミナー・シンポジウム

環境省シンポジウム SDGs経営 中小企業ができること

今「気候変動への適応を考える」

2019年12月5日＠東京ビッグサイト 会議棟6階 606会議室



本日の内容

1.迫りくる気候変動

2.なぜ気候変動への適応が必要なのか

3.国立環境研究所の取り組み

4.適応策の事例
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CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM

グローバルリスク2019：高まる気候変動リスクの認識
⚫ 世界経済フォーラムの報告書では、「異常気象」は発生の高いリスクの

第1位に、「気候変動の緩和・適応の失敗」は発生の高いリスク及び
影響の大きいリスクともに第2位に挙げられた

出典：グローバルリスク報告書 2019年版 https://www.weforum.org/reports/the-global-risks-report-2019

発生の高いグローバルリスクの上位５位

影響の大きいグローバルリスクの上位５位

2019年のグローバルリスクの展望

異常気象

気候変動の緩和
・適応の失敗
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CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM

世界の異常気象・気象災害：2018

出典：https://www.data.jma.go.jp/gmd/cpd/monitor/annual/index.html

2018年に発生した主な異常気象・気象災害。気象災害は米国国際開発庁海外災害援助局とルーベン
カトリック大学災害疫学研究所（ベルギー）の災害データベース（EM-DAT）や各国の政府機関・国
連の発表等に基づき、人的被害や経済的損失の大きさ、地理的広がりを考慮して取り上げている。
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世界全体で暑かった年：
①2016年（+0.45℃）
②2015年（+0.42℃）
③2017年（+0.38℃）
④2018年（+0.31℃）
⑤2014年（+0.27℃）
⑥1998年（+0.22℃）

CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM

世界における年平均気温の上昇：連続5年記録的猛暑

統計開始（1891年）以降、最も暑い年TOP５は2014年以降

2016年の世界年平均気温は最も高い値

⚫ 年平均気温は 100年
あたり約0.73℃の割合
で上昇

― 細線（黒）：各年の平均気温の基準値※からの偏差
― 太線（青）：偏差の5年移動平均
― 直線（赤）：長期的な変化傾向

※基準値は1981〜2010年の30年平均値

出典： 気象庁HP 世界の年平均気温 http://www.data.jma.go.jp/cpdinfo/temp/an_wld.html



6出典：気象庁HP 日本の年平均気温 http://www.data.jma.go.jp/cpdinfo/temp/an_jpn.html

― 細線（黒）：各年の平均気温の基準値※からの偏差
― 太線（青）：偏差の5年移動平均
― 直線（赤）：長期的な変化傾向
※基準値は1981〜2010年の30年平均値

⚫ 年平均気温は100年あたり約
1.21℃の割合で上昇

⚫ 特に1990年以降，高温となる
年が頻出

日本で暑かった年
①2016年（+0.88℃）
②1990年（+0.78℃）
③2004年（+0.77℃）
④1998年（+0.75℃）
⑤2015年（+0.69℃）
⑥2018年（+0.68℃） 観測地点15地点；網走、根室、寿都、山形、石巻、伏木、飯田、銚子、境、浜田、彦根、宮崎、多度津、名瀬、石垣島

長期間にわたって観測を継続している気象観測所の中から、都市化による影響が比較的少なく、また、特定の地域に
偏らないように選定

CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM

日本における年平均気温の上昇
統計開始（1891年）以降、最も暑い年TOP６は1990年以降
そのうち４つは2000年以降
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CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM

日最高気温

日最高気温（全国歴代10位まで）

順位 都道府県 地点 ℃ 起日

1 埼玉県 熊谷 * 41.1 2018年7月23日

2 岐阜県 美濃 41 2018年8月 8日

2 岐阜県 金山 41 2018年8月 6日

2 高知県 江川崎 41 2013年8月12日

5 岐阜県 多治見 40.9 2007年8月16日

6 新潟県 中条 40.8 2018年8月23日

6 東京都 青梅 40.8 2018年7月23日

6 山形県 山形 * 40.8 1933年7月25日

9 山梨県 甲府 * 40.7 2013年8月10日

10 和歌山県 かつらぎ 40.6 1994年8月 8日

10 静岡県 天竜 40.6 1994年8月 4日

10 新潟県 寺泊 40.6 2019年8月15日

平成30年夏の平均気温は東日本で＋1.7℃。1946年の統計開始以降で最も高い

出典：気象歴代全国ランキング&30年9月3日報道発表 夏（6～8月）の天候（別紙）
https://www.data.jma.go.jp/obd/stats/etrn/view/rankall.php, https://www.data.jma.go.jp/obd/stats/data/stat/tenko180608_besshi.pdf



国立環境研究所HPより
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CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM

日本の夏(6〜8月)平均気温偏差の経年変化(1898〜2019年)

2019年夏(6〜8月)の日本の平均気温の基準値（1981〜2010年の30年平均
値）からの偏差は+0.45℃。日本の夏(6〜8月)平均気温は、様々な変動を繰り返
しながら上昇し、長期的には100年あたり1.11℃の割合で上昇。

出典：気象庁日本の季節平均気温 https://www.data.jma.go.jp/cpdinfo/temp/sum_jpn.html



CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM

日本における猛暑日、熱帯夜の増加

10出典：気象庁HP 大雨や猛暑日など（極端現象）のこれまでの変化 https://www.data.jma.go.jp/cpdinfo/extreme/extreme_p.html

⚫ 全国の猛暑日（日最高気温35℃以上）

の年間日数は増加傾向
（統計期間1910～2018年）

100年あたり2日の増加

⚫ 全国の熱帯夜（日最低気温25℃以上）

の年間日数は増加傾向
（統計期間1910～2018年）

100年あたり17日の増加

棒グラフ（緑）は各年の年間日数を示す（全国13地点※における平均で1地点あたりの値）。太線（青）は5年移
動平均値、直線（赤）は長期変化傾向（この期間の平均的な変化傾向）を示す。
※都市化の影響が比較的小さく、長期間の観測が行われている地点から、地域的に偏りなく選出＜網走、根
室、寿都、山形、石巻、伏木、銚子、境、浜田、彦根、多度津、名瀬、石垣島＞
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2018年: 95,137人
東・西日本で記録的な高温

出典：下記資料を基に国立環境研究所が作成。
総務省消防庁「平成29 年（５月から９月）の熱中症による救急搬送状況」https://www.fdma.go.jp/disaster/heatstroke/item/heatstroke001_houdou_01.pdf
総務省消防庁「平成30 年（５月から９月）の熱中症による救急搬送状況」https://www.fdma.go.jp/disaster/heatstroke/item/heatstroke003_houdou01.pdf
総務省消防庁「2019年（５月から９月）の熱中症による救急搬送状況」https://www.fdma.go.jp/disaster/heatstroke/items/heatstroke_geppou_2019.pdf

CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM

全国における熱中症搬送者数の増加



CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM

日本における感染症媒介蚊の分布の北上
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⚫ 生態系への影響
✓ 桜の開花の早まり（10年あたり1.0

日の変化率）

✓ かえでの紅（黄）葉の遅れ（10年
あたり2.8日の変化率）

✓ サンゴの白化

⚫ 農作物の品質低下や栽培適地の
移動
✓ コメの白未熟粒や胴割粒の発生

✓ ぶどうの着色不良・着色遅延

✓ りんごの日焼け果，着色不良などの
発生

✓ うんしゅうみかんの浮皮の発生

✓ トマトの裂果・着色不良等

✓ ナシの発芽不良

✓ イチゴの炭そ病の多発

✓ ナスの結実不良

⚫ 熱中症搬送者数・死亡者数の増加

⚫ 感染症媒介蚊の分布域の北上

出典：環境省 文部科学省 農林水産省 国土交通省 気象庁「気候変動の観測・予測及び影響評価統合レポート2018～日本の気候変動とその影響～」



CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM

日本における雨の降り方の変化

13出典：気象庁HP 大雨や猛暑日など（極端現象）のこれまでの変化 https://www.data.jma.go.jp/cpdinfo/extreme/extreme_p.html

⚫ 全国の1時間降水量50mm以
上の年間発生回数は増加傾向
（統計期間1976～2018年）

10年あたり27.5回の割合

⚫ 全国の日降水量1.0mm以上
の年間日数は減少傾向
（統計期間1901～2018年）

100年あたり9.6日の割合

棒グラフ（緑）は各年の年間日数を示す（全国51地点※における平均で1地点あたりの値）。太線（青）は5年
移動平均値、直線（赤）は長期変化傾向（この期間の平均的な変化傾向）を示す。
※観測データの均質性が長期間継続している地点から選出＜旭川，網走，札幌，帯広，根室，寿都，秋田，
宮古，山形，石巻，福島，伏木，長野，宇都宮，福井，高山，松本，前橋，熊谷，水戸，敦賀，岐阜，名古屋，
飯田，甲府，津，浜松，東京，横浜，境，浜田，京都，彦根，下関，呉，神戸，大阪，和歌山，福岡，大分，長
崎，熊本，鹿児島，宮崎，松山，多度津，高知，徳島，名瀬，石垣島，那覇＞

棒グラフ（緑）は各年の年間発生回数を示す（全国のアメダスによる観測値を1000地点あたりに換算した値）。
直線（赤）は長期変化傾向（この期間の平均的な変化傾向）を示す。



CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM

日本における近年の気象災害
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近年の日本で
災害をもたらした
気象事象

平成30年
平成29年
平成28年

梅雨前線及び台風第３号
による大雨と暴風
※平成29年7月九州北部豪雨
（7月5日～7月6日）

平成29年6月30日～7月10日

西日本から東日本を中心に大雨。5日か
ら6日にかけて西日本で記録的な大雨。

強い冬型の気圧配置に
よる大雪
北陸地方の平野部を中心に
日本海側で大雪。

平成30年2月3日～2月8日

台風第7号、第11号、第9号、第10号
及び前線による大雨・暴風
東日本から北日本を中心に大雨・暴風。
北海道と岩手県で記録的な大雨。

平成28年8月16日～8月31日

平成30年1月22日～1月27日

関東甲信地方や東北太平洋側の平野部で大雪。
日本海側を中心に暴風雪。

南岸低気圧及び強い冬型の気圧配置に
よる大雪・暴風雪等

台風第21号及び前線による大雨・暴風等
西日本から東日本、東北地方の広い範囲で大雨。
全国的に暴風。

平成29年10月21日～10月23日

台風第２１号による暴風・高潮等
西日本から北日本にかけて暴風。特に四国や
近畿地方で顕著な高潮。

平成30年9月3日～5日

台風第18号及び前線による大雨・暴風等
南西諸島や西日本、北海道を中心に大雨や暴風となった。

平成29年9月13日～9月18日

※平成30年7月豪雨
（前線及び台風第７号による大雨等）

西日本を中心に全国的に広い範囲
で記録的な大雨。

平成30年6月28日～7月8日

梅雨前線による大雨

西日本を中心に大雨。

平成28年6月19日～6月30日

平成30年夏の日本の天候は、
東・西日本は記録的な高温
となった。北日本日本海側
と西日本太平洋側および沖
縄・奄美は降水量がかなり
多くなった。

平成30年夏（6～8月）の天候

出典：気象庁ホームページ「災害をもたらした気象事例（平成元年～本年）」(https://www.data.jma.go.jp/obd/stats/data/bosai/report/index_1989.html)、及び
同庁平成30年9月3日報道発表資料「夏（６～8月）の天候（梅雨入り・明けの確定値を含む）」 (https://www.jma.go.jp/jma/press/1809/03c/tenko180608.html）より作成

台風第２４号による暴風・高潮等
南西諸島及び西日本・東日本の太平洋側を中心に暴
風。紀伊半島などで顕著な高潮。

平成30年9月28日～10月1日
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CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM

令和元年台風19号
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出典：下記資料を基に国立環境研究所が作成。
気象庁「「平成30年7月豪雨」及び7月中旬以降の記録的な高温の特徴と要因について」https://www.jma.go.jp/jma/press/1808/10c/h30goukouon20180810.pdf
気象庁「台風第19号による大雨、暴風等」https://www.data.jma.go.jp/obd/stats/data/bosai/report/2019/20191012/20191012.html
気象庁「特定期間の気象データ」https://www.data.jma.go.jp/obd/stats/data/mdrr/periodstat/index.html
国土交通省「平成30年7月豪雨について」www.mlit.go.jp/river/shinngikai_blog/shaseishin/kasenbunkakai/shouiinkai/r-jigyouhyouka/dai11kai/pdf/5-
1.shiryou.pdf

長時間の総降水量において、多くの観測地点で観測史上１位を更新。
12時間雨量は120地点、24時間雨量は103地点、48時間雨量は72地点で
観測史上1位を更新した
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CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM

過去20年間、および平成30年7月豪雨による水害被害額
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出典：下記資料を基に国立環境研究所が作成。
国土交通省「河川データブック 2-4-6過去20年間の河川等種類別水害被害額（平成23年価格）」
http://www.mlit.go.jp/river/toukei_chousa/kasen_db/pdf/2019/2-4-6.pdf
国土交通省「平成30年7月豪雨における被害等の概要 平成30年9月28日」
http://www.mlit.go.jp/river/shinngikai_blog/shaseishin/kasenbunkakai/shouiinkai/daikibokouikigouu/1/pdf/daikibokouikigouu_01_s2.pdf

※平成10～29年の被害額は、平成23年価格による。
※平成30年7月豪雨の被害額は、「平成30年7月豪雨における被害等の概要」内の速報値による。

平成16年：10個の台風が上陸
（観測史上最多）



本日の内容

1.迫りくる気候変動

2.なぜ気候変動への適応が必要なのか

3.国立環境研究所の取り組み

4.適応策の事例
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• 現状(2017年)で1.0℃を超えて上昇。
• 既に、人々、自然や人間活動に影響が現れている

（異常気象、海面上昇、北極の海氷減少など）。
• このままの率で温暖化が進めば、2030年から2052

年の間に気温は1.5°C上昇と予想されている。
• 今の各国提示の目標では、2度上昇には抑えられ

ない。（3度上昇に達する見込み）

CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM

世界の気候変動対策の目標：産業革命から２度

⚫ パリ協定で合意された長期目標：

世界平均気温の上昇を産業化以前と比較して2度より十分低く
抑え、さらに1.5度未満に抑える努力を追求する。



出典；環境省作成「地球温暖化対策について（平成27年2月）」
https://www.env.go.jp/council/01chuo/y010-22/mat03_1.pdf

CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM

世界平均気温の将来予測

21世紀末の世界平均気
温は、 1986-2005年に
比べて、

→厳しい温暖化対策をとっ
た場合0.3-1.7℃上昇

→温暖化対策を取らなかっ
た場合2.6-4.8℃上昇

すると予測されている。

参考：産業革命以前からの上昇温度に換算
（+0.61℃）するとそれぞれ

0.9-2.3℃（対策有）、
3.2-5.4℃（対策無）となる。

19

〇緩和策により起こる気候変動に差がある 適応すべき大きさに差

〇パリ協定下でも最低でも１℃の将来の気温上昇

適応は困難

適応が必要

〇RCP8.5（積極的には温室効果ガス削減をしないケース）では
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CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM

適応によるリスク低減

引用元：沖縄タイムスプラスニュース「【写真特集】与那国
島地方の豪雨：道路は膝上まで冠水」（2019年5月13日付）

引用元：南日本新聞社「屋久島 登山客260人孤立 記録的大
雨で数ヵ所崩土 陸自に派遣要請」（2019年5月19日付）

出典：気候変動2014  統合報告書(SPM8)

適応のレベルによって、リスク水準も変化する
→緩和策を推進しながら、より高度に適応する事でリスクを低減

より高度な適応により、
リスクも低減

高度な適応をし
ても、既にリスク
が避けられない
分野もある



CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM
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23
出典：環境省HP 1.5℃特別報告書 政策決定者向け要約（SPM）の概要 https://www.env.go.jp/press/files/jp/110087.pdf
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世界における年平均気温の将来：IPCC SR1.5
観測された世界気温の変化と人為起源の排出・強制力様式化経路（下層将来）に呼応したモデル応答

24

⚫ 人為起源による気温上昇は2017年の時点でおおよそ1.0℃上昇

⚫ 現在の度合いで温暖化が進めば，2030年から2052年の間に
1.5℃に達する可能性が高い
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1.5℃の地球温暖化の理解

25

⚫ 1.5℃の地球温暖化における自然及び人間システムに対する

気候に関連するリスクは、現在よりも高く、2℃の地球温暖化

におけるものよりも低い（確信度が高い）。

⚫ これらのリスクは、昇温の程度及び速度、地理的な位置、開発

及び脆弱性の水準、並びに適応及び緩和の選択肢の選定と

実施に依拠する（確信度が高い）

出典：環境省HP 1.5℃特別報告書 政策決定者向け要約（SPM）の概要 https://www.env.go.jp/press/files/jp/110087.pdf



CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM

予測される気候変動、潜在的な影響及び関連するリスク

26

⚫ 健康、生計、食料安全保障、水供給、人間の安全保障、及び経
済成長に対する気候関連のリスクは、1.5℃の地球温暖化におい
て増加し、2℃においてはさらに増加すると予測

⚫ ほとんどの適応ニーズは、2℃よりも、1.5℃の地球温暖化におい
て少なくなる（確信度が高い）。気候変動のリスクを減らすことが
可能な適応のオプションは幅広く存在している（確信度が高い）

⚫ いくつかの人間及び自然システムにとっては、1.5℃の地球温暖化に
おいて適応及び適応能力の限界があり、損失が伴う（確信度が
中程度）

⚫ 適応オプションの数と入手可能性は、セクターによって様々である
（確信度が中程度）

出典：環境省HP 1.5℃特別報告書 政策決定者向け要約（SPM）の概要 https://www.env.go.jp/press/files/jp/110087.pdf
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様々な分野における将来予測される影響

27
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様々な分野における将来予測される影響（MIROC5）
（基準期間1981-2000年との差）

28出典：気候変動適応情報プラットフォーム「全国・都道府県情報」http://a-plat.nies.go.jp/webgis/index.html

年平均気温は上昇傾向
RCP2.6
（厳しく温暖化対策を実施）

・21世紀半ば：1.9℃
・21世紀末：1.9℃

RCP8.5
（ほぼ温暖化対策を実施せず）

・21世紀半ば：2.1℃
・21世紀末：4.8℃

21世紀半ば
2031-2050年

21世紀末
2081-2100年RCP2.6

RCP8.5
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様々な分野における将来予測される影響（MIROC5）
（基準期間1981-2000年との比）

29出典：気候変動適応情報プラットフォーム「全国・都道府県情報」http://a-plat.nies.go.jp/webgis/index.html

21世紀半ば
2031-2050年

21世紀末
2081-2100年年降水量は増加傾向

RCP2.6
（厳しく温暖化対策を実施）

・21世紀半ば：1.08倍
・21世紀末：1.13倍

RCP8.5
（ほぼ温暖化対策を実施せず）

・21世紀半ば：1.09倍
・21世紀末：1.16倍

RCP2.6

RCP8.5



CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM

様々な分野における将来予測される影響（MIROC5）
（基準期間1981-2000年との比）

30出典：気候変動適応情報プラットフォーム「全国・都道府県情報」http://a-plat.nies.go.jp/webgis/index.html

コメ収量(品質重視)は減少傾向
RCP2.6
（厳しく温暖化対策を実施）

・21世紀半ば：1.07倍
・21世紀末：1.0倍

RCP8.5
（ほぼ温暖化対策を実施せず）

・21世紀半ば：1.03倍
・21世紀末：0.49倍

21世紀半ば
2031-2050年

21世紀末
2081-2100年RCP2.6

RCP8.5
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様々な分野における将来予測される影響（MIROC5）
（基準期間1981-2000年との比）

31出典：気候変動適応情報プラットフォーム「全国・都道府県情報」http://a-plat.nies.go.jp/webgis/index.html

熱中症搬送者数は増加傾向
RCP2.6
（厳しく温暖化対策を実施）

・21世紀半ば：1.72倍
・21世紀末：1.79倍

RCP8.5
（ほぼ温暖化対策を実施せず）

・21世紀半ば：1.72倍
・21世紀末：4.45倍

21世紀半ば
2031-2050年

21世紀末
2081-2100年RCP2.6

RCP8.5

全国における熱中症搬送者数（人）

年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年

期間 5/1-9/30 4/30-9/16

全国 55,852 50,412 52,984 95,073

※消防庁（平成29年10月18日「平成29年（5月から9月）の熱中症による救急搬送状況」
※消防庁（平成30年10月2日「熱中症による救急搬送人員数（9月24日～9月30日速報値）」



温室効果ガスの増加

化石燃料使用による
二酸化炭素の排出など

気候変動

気温上昇（地球温暖化）
降雨パターンの変化

海面上昇など

気候変動の影響

生活、社会、経済
自然環境への影響

緩和
温室効果ガスの
排出を抑制する

被害を防止・
軽減する

適応

緩和： 気候変動の原因となる温室効果ガスの排出削減対策

適応： 既に生じている、あるいは、将来予測される
気候変動の影響による被害の防止・軽減対策

地球温暖化対策推進法 気候変動適応法

CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM

気候変動への適応の重要性（緩和と適応は車の両輪）

省エネ

再生可能エネルギー

温室効果ガス削減

エコカー

ＣＣＳ

森林の維持

熱中症予防

節水・雨水利用

感染症予防

防災・減災

高温耐性作物



⚫ 現実の気候または予想される気候及びその影響に対する調整の過程．人

間システムにおいて，適応は害を和らげもしくは回避し，または有益な機会

を活かそうとする．

一部の自然システムにおいては，人間の介入は予想される気候やその影響

に対する調整を促進する可能性がある

➢ 気候変動による悪影響を軽減するのみならず，気候変動による影響を
有効に活用することも含む

CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM

気候変動適応とは

33



本日の内容

1.迫りくる気候変動

2.なぜ気候変動への適応が必要なのか

3.国立環境研究所の取り組み

4.適応策の事例
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気候変動適応法の概要
平成30年6月13日公布
平成30年12月1日施行

➢国、地方公共団体、事業者、国民が気候変動適応の推進のため担うべき役割を明確化。
➢国は、適応を推進する気候変動適応計画を策定。把握・評価手法を開発。
➢気候変動影響評価（おおむね５年ごと）して計画を改定。

１．適応の総合的推進

２．情報基盤の整備 ３．地域での適応の強化

➢情報基盤の中核としての国立環境研究所

各分野において、
信頼できるきめ細かな情報に基づく

効果的な適応策の推進

農
林

水
産
業

水
環
境
・

水
資
源

自
然

生
態
系

自
然
災
害

健
康

産
業
・

経
済
活
動

国
民
生
活

４．適応の国際展開等

➢国際協力の推進。
➢事業者等の取組・適応ビジネスの促進。

➢地方自治体に、適応計画策定の努力義務。

➢情報収集・提供等を行う地域気候変動適応セ
ンターを確保。

➢広域協議会を組織し、国と地方自治体等連携

「気候変動適応情報プラットフォーム」

砂浜消失率の将来

自治体情報

適応策情報

ビジネス情報

予測情報

35



CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM

国立環境研究所 気候変動適応センター設立

（2018年12月1日）

36

気候変動適応センターの機能

◆国内研究機関との連携等による適応研究・事業推進

◆関係機関・事業体・個人等との間での影響・適応等情報収集・分
析・提供機能（情報基盤：A-PLAT）

◆地域気候変動センターとの事業の連携

◆地方公共団体適応推進のための技術的助言や援助

◆人材育成やアウトリーチによる適応施策支援

◆アジア地域等国際的な貢献（AP-PLAT)
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気候変動適応センターの体制

37

• 4室体制でスタート
• スタッフは兼務職員等を含め100名規模
• 2018/12/1より三村信男茨城大学学長が参与に就任

気候変動適応推進室
気候変動影響観測・

監視研究室

気候変動影響評価
研究室

気候変動適応戦略
研究室

適応推進業務全体の総合調整・
地方公共団体や地域気候変動適
応センターとの協働

PJ1
気候変動及びその影響の観測・
監視・検出に関する研究

PJ2
気候変動影響予測手法の高度化
に関する研究

PJ3
社会変動を考慮した適応戦略
に関する研究
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国立環境研究所の気候変動適応への取り組み
• 気候変動適応センター（CCCA）が中核となり、情報の収集・整理・分析や研究を推進
• 成果の提供や技術的助言を通じて、気候変動適応策の推進に貢献

国の調査研究機関

大学、
地域の研究機関等

大学

地域の
研究機関等

国民

各地域（都道府県等）

研究機関との
協力体制構築

政府

地方公共団体

住民企業 地域の企業

情報収集・整理・分析

調査研究・技術開発

気候変動適応情報
プラットフォーム

A-PLAT

国立環境研究所
気候変動適応センター

地域気候変動
適応センター

情報収集・整理
・分析・提供情報・成果

技術的助言 地域研究
機関

協力体制

38
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気候変動適応に関する研究

気候変動適応研究プログラム

PJ1
気候変動及びその影響の観
測・監視・検出に関する研究

PJ3
社会変動を考慮した適応戦略

に関する研究

気候変動の社会的影響の理解
の拡充や適応策の評価を支える

基盤情報整備

適応策の概念、評価手法の開
発・応用、実施支援

社会経済シナリオの構築

気候変動適応策の推進(推進室）
✓ 地方公共団体や地域
気候変動適応センター
への技術的助言等

✓ IPCCや政府の気候
変動影響評価報告書
への科学的な貢献

✓ A-PLAT, AP-PLATか
ら広く一般や途上国に
科学的知見を提供

国内外の関係機関 国内外の関係プロジェクト

PJ2
気候変動影響予測手法の
高度化に関する研究

気候シナリオの開発

様々な分野（水資源、作物生
産性、陸域生態系、人の健康
等）に関する、様々なスケール
（全球〜市町村）での気候
変動影響評価の実施

自然生態系分野、大気汚染に
関する中・長期的観測データの

収集・整備

モニタリング手法の開発・
モニタリングの実施

温暖化影響メカニズム解明に
関わる研究

⚫ 気候変動適応推進に係る業務を科学的に支援するために、気候変動影響・適応に関
する研究をパッケージ化し、以下の気候変動適応研究プログラムを編成。

39
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気候変動適応情報プラットフォーム（A-PLAT）

http://www.adaptation-platform.nies.go.jp/index.html
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過去から現在までの気象観測データ
過去から現在に至る気象変化の傾向を把握できるように、地方公共団体ごとの気象観測データを提供

41

気象庁の協力を得てグラフを整備、掲載
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WebGISにて提供している予測結果について

42

※1981～2000年を「基準期間」として、「21世紀半ば」（2031年～2050年）
と「21世紀末」（2081年～2100年）の気候予測の結果

RCP2.6（厳しく温暖化対策を実施）
RCP4.5（中程度の温暖化対策を実施）
RCP8.5（ほぼ温暖化対策を実施せず）

出典；気候変動適応情報プラットフォーム「全国・都道府県情報」http://a-plat.nies.go.jp/webgis/index.html

ポイント

出典：JCCCA http://www.jccca.org/ipcc/ar5/rcp.html



都道府県別の気候と気候変動による影響の予測．

「環境省環境研究総合推進費S-8 温暖化影響評価・適応
政策に関する総合的研究」 における研究成果に基づく

全国・都道府県情報

43
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全国・都道府県情報 (WebGIS)

⚫ コメ収量（品質重視）
⚫ MIROC5
⚫ RCP2.6とRCP4.5
⚫ 21世紀末
⚫ 背景を白地図
⚫ 茨城県のみを抽出

茨城県を選択

選択できる分野：
「気候」「農業」
「水環境」「自然生態系」
「自然災害」「健康」

RCP2.6（厳しく温暖化対策を実施）

RCP4.5（中程度の温暖化対策を実施）
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環境省：地域適応コンソーシアム事業との連携
環境省が実施する各地の影響評価プロジェクトを紹介

事業全体での調査項目数
先行調査：平成29年度開始（26項目）
率先調査：平成30年度開始（9項目）

関東地域では先行調査5項目が実施、
率先調査として2項目が追加された。

【調査対象】
先行：茶栽培、内水氾濫リスク、印旛沼、

節足動物媒介感染症リスク（神奈川県）、
熱中症リスク

率先：高山・亜高山生態系、湿地環境 44



仙台市

川崎市

堺市

45

計16府県13市

新規策定

気候変動適応法に基づく
地域気候変動適応計画の策定状況

(2019年11月22日現在)

既存計画を位置付け

横須賀市

名古屋市

佐賀市

横浜市

福岡市

尼崎市

島田市

＜都道府県＞

＜市町村＞
青：既存計画を位置付け
黄：新規策定

広島市
下関市

静岡市

CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM

地方公共団体の適応
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地域気候変動適応センター設置状況（2019年11月22日現在）

気候変動適応法に基づく
地域気候変動適応センターの設置状況
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適応計画策定の情報の整理
2018年12月発行「地域気候変動適応計画策定マニュアル」を格納、手順に沿ってリンク
を設置。
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気候変動適応インタビュー：

地方公共団体における適応計画と適応策

【適応計画】
Vol.1 徳島県 Vol.4 埼玉県
Vol.2 兵庫県 Vol.5 長崎県
Vol.3 横浜市 Vol.6 長野県

【適応策】
Vol.1 鳴門わかめ
Vol.2 山田錦
Vol.3 スジアオノリ
Vol.4 千年サンゴ
Vol.5 兵庫県漁場環境観測システム
Vol.6 フェニックス共済
Vol.7 漁業者によるワカメ種苗生産
Vol.8 ウミガメ保護発祥地の試み
Vol.9 都市型水害に強いまちづくり
Vol.10 フラクタル日除けと熱線再帰フィルム
Vol.11 熊谷文化スポーツ文化公園の暑熱対策
Vol.12 高水温化・魚の食害 VS 藻場造成！
Vol.13 気象観測を始めて20年。 将来に繋げるモニタリング

【地域適応センター】
Vol.1   滋賀県 Vol.2   茨城県 48
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適応策データベース
各地で取り組まれている適応策をより多く紹介（2019.12.03現在、55件掲載）

適応7分野・地域ごとに
絞り込み表示可能

※適応7分野
①農業、森林・林業、
水産業
②水環境・水資源
③自然生態系
④自然災害・沿岸域
⑤健康
⑥産業・経済活動
⑦国民生活・都市生活

49
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民間事業者と気候変動適応

50

◼ 適応に関する2つの取組

✓ 気候リスク管理：自社の事業活動において，気候変動から受ける影響
を低減させる取組

➢ 生産拠点での被災防止策やサプライチェーンでの大規模災害防止対策等

✓ 適応ビジネス：適応をビジネス機会として捉え，他者の適応を促進する
製品やサービスを展開する取組

➢ 災害の検知・予測システム，暑熱対策技術・製品， 節水・雨水利用技術等
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事業者の適応

51

事業者が気候変動による影響に適応して事業活動を行う為の資料や事例等紹介

・気候変動の事業活動への影響
・適応の取組の基本的な進め方
・民間企業が適応に取組むメリット
等を紹介

＜2019年3月発行＞
民間企業向け適応ガイド
-気候リスクに備え、勝ち残るために-
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事業者の適応：適応ビジネス事例
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50件以上掲載

暑熱対策
海洋環境の見える化

水害対策
雨水貯留
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アジア太平洋地域に対する情報基盤整備

• AP-PLAT ：アジア太平洋地域の途上国における適応計画の策定・実施を支援情報基盤
（COP22で我が国が表明した気候変動対策支援イニシアティブを受け、2020 年までに本格公開を行う予定）

• AP-PLAT が担う３つの主な機能

１．情報基盤整備： 気候変動や影響予測に関する科学的データの提供

２．支援ツール： 簡易モデル，リスクマップ，優良事例等による適応支援

３．人材育成： 関係者との協働でのデータセット開発，専門家派遣

アジア太平洋地域

環境省
二国間協力
事業

適応ビジネス

国家適応
計画

気候リスク情報

気候変動に
関する科学
的情報

アジア開発銀行
（ADB）が作成した
適応情報プラットフォーム
との情報共有

適応計画の策定

適応策の実装

適応に関するキャパビル

2018年12月リニューアル



本日の内容

1.迫りくる気候変動

2.なぜ気候変動への適応が必要なのか

3.国立環境研究所の取り組み

4.適応策の事例
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気候変動適応策の事例

◼ 気候変動による気温上昇

• 影響を低減する適応策の例

55

出典： STOP THE 温暖化 2005

着色不良
の心配がない
黄緑色系品種
の導入

出典： STOP THE 温暖化 2017
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防災に関する適応策の事例：堤防の嵩上げ
⚫ 気候変動による海面上昇に伴う海岸浸食，高波等による沿岸被害の拡大

⇒防波堤の建造・嵩上げによる防護といった適応策

出典： STOP THE 温暖化 2005



57

CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM

防災に関する適応策の事例：イギリスの防潮堤
⚫ イギリスでは、2012年から適応プログラムを始動し、洪水リスク管理、水資源、

淡水生態系などを優先分野として適応策に取り組んでいる。

⚫ テムズ川河口の施設改良では、海面水位よりも低い土地を守るため、延長18
㎞にも及ぶテムズ防潮堤を設置した。年10回程度の高潮に際しても、ゲートを
閉じて浸水被害を防いでいる。

⚫ テムズ川流域にある水門「テムズ・バリア」は、海面が仮に毎年8㎜ずつ上昇した
としても、2030 年までは高潮に耐えられる設計になっている。

出典：A-PLAT http://www.adaptation-platform.nies.go.jp/
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防災に関する適応策の事例：イギリスの防潮堤

出典： Thames Estuary 2100 
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防災に関する適応策の事例：イギリスの防潮堤

出典： Thames Estuary 2100 

時間

指標

ある特定の
場所の潮位等

最新の予測に基づく
新しい実施決定時期

計画上の実施
決定時期

計画上の予測ライン

計画・建設のた
めの準備期間対策が必要となる 閾値

モニタリング結果に
基づく新しい予測ライン

モニタリング結果に
基づく指標の変化率

再確認の時期

実施決定時期の変化

①

②③
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防災に関する適応策の事例：オランダ沿岸の砂浜の再生
⚫ オランダの海岸の砂浜は毎年、海流による浸食を受けてきた。砂浜の消失は、

海抜ゼロメートル地帯にある市街地への海水侵入につながる。

⚫ 海面水位の上昇による上記被害を防ぐためサンド・モーターという事業を展開。

⚫ 「自然を生かした沿岸造り」というコンセプトのもと、海岸に堆積させた砂を風・波・
海流によって、歳月をかけて自然に拡散させ、失われた海岸を再形成することを
目指している。

出典：A-PLAT http://www.adaptation-platform.nies.go.jp/
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防災に関する適応策の事例：手戻りの少ない施設の設計

将来のゲートの規模を考慮した
門柱の高さ

○施設の整備にあたっては，設計段階で幅を持った外力を想定し，改造等が容易な構造形式
の選定や，追加的な補強が困難な基礎部等をあらかじめ増強しておくなど，外力の増大に柔
軟に追随できるような設計が重要

海面水位上昇に対する水門設計での対応イメージ

計画高潮位
計画高水位

ゲートの規模が変わることに伴う巻き上
げ機等の改造

ゲートの規模が変わることに伴う
ゲート等の改造

海側 河川側

海面水位の上昇

【将来対応】

【あらかじめ対応】

【あらかじめ対応】
【将来対応】

将来のゲートの規模を考慮し
た基礎

出典：愛知県HP日光川水閘門改築事業についてを改編
http://www.pref.aichi.jp/soshiki/kasen/0000032918.html
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気候変動適応策の事例

東北で暖地産物の柑橘類を栽培

山形県 地球温暖化に対応した農林水産研究開発ビジョン（Ｈ27）

暖地型作物導入プロジェクト：

スダチやカボス，ユズ，ウンシュウミカンなど8 種類のカンキツ類を露地栽培する実証研究

地球温暖化による温州ミカン栽培に適する
年平均気温（15～18℃）の分布の移動

温度から見た栽培適地

より高温の地域
より低温の地域

スダチ・カボス・ユズ・ウンシュウミカンの樹木全体を不織布等で覆い越冬

比較的良好に越冬し，順調に生育．

出典：地球温暖化に対応した農林水産研究開発ビジョン改訂版（2015）
山形県農林水産部から抜粋して引用写真：Stop the 温暖化 2015から抜粋
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畜産業に関する適応策の事例

暑熱ストレスに強い鶏をつくる
• 鶏は汗腺を持たず全身を羽毛に覆われているため，夏の暑さに非常に弱い動物

• 暑熱によるストレスにより，産卵率の低下や卵質の悪化・へい死数の増加など

生産性養鶏農家では収益の悪化

暑熱ストレスからくる鶏体内での酸化を
緩和するため，抗酸化素材を活用

出典：和歌山県HP:採卵鶏の暑熱ストレス緩和技術の開発 を改編
http://www.pref.wakayama.lg.jp/prefg/070109/gaiyou/005/topix/h26-1-sutoresu.html

①梅干しを作る際に出る梅酢を
脱塩濃縮した梅BX70 

（紀州うめどり・うめたまごの
飼育に使用）

②ビタミンEを多く含む米糠由来
抽出油脂ライストリエノール

③特産品である山椒を製造す
る際に出来て，産業廃棄物と
なって処理されている未利用
資源であるぶどう山椒種子
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農作物に関する対策（全国の高温耐性米）

*出典：平成29年度地球温暖化影響調査レポート（農林水産省）」http://www.maff.go.jp/j/seisan/kankyo/ondanka/report.html。図はレポートを元に気候変動適応センターにて作成。

多くの県で高温耐性品種の導入等が行われて
おり、作付面積も増加傾向にある
（ H29年産主食用作付面積（全国）のうち

高温耐性品種が占める割合は約6.8％ ）*。

http://www.maff.go.jp/j/seisan/kankyo/ondanka/report.html


⚫ 気温や湿度の上昇、雨量や降雨のタイミングの変

化などにより、2050年にはコーヒー（アラビカ種）

栽培に適した土地は、現在の50％にまで縮小する

恐れがある

⚫ コーヒー研究機関「World Coffee Research」と

協業し、IMLVT (International Multi-

Location Variety Trial) に取り組んでいる

出典：
A-PLAT 「キーコーヒー株式会社：コーヒーの品種栽培試験への取り組み」
キーコーヒー株式会社ホームページ 「コーヒーの2050年問題」 https://www.keycoffee.co.jp/sustainable/2050.html

CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM

キーコーヒー株式会社

「コーヒーの品種栽培試験への取り組み」

↑ IMLVT圃場の視察

↑ IMLVT圃場の様子

⚫ IMLVTは、世界各地から選抜されたコー

ヒーの優良品種を各国の生産地で栽培試

験し、気候変動や病害虫への耐性と豊か

な味わいを兼ね備えた最適品種を発掘す

るプロジェクト



• 三方を河川に囲まれており、豪雨時
に浸水被害を受けやすい立地にある。
BCP（事業継続計画）において水害
対策を優先させて取り組んでいる。

BCP（事業継続計画）において水害対策を優先的に取り組んでいる。
顧客への安定的な商品供給につながる。

〈対策の内容〉

⚫ 雨量監視：雨量30㎜/h を検知すると第一報を

50㎜/h で第二報の警報メールを配信するシステム

⚫ 河川水位監視

⚫ 重要設備の保護：電子機器のかさ上げや受電設

備の高所への設置

⚫ 商品や倉庫の保護：高さ70㎝の防水板の設置

⚫ 実地訓練：排水ポンプの取り扱いや緊急呼び出し

訓練

⚫ 災害時の社員保護：緊急時の食糧・飲料水の備

蓄や簡易トイレ・毛布・ラジオ・PHS等の常備

出典：A-PLAT 「株式会社トヨックス：BCPにおける水害対策の強化」

雨量計

防水板設置訓練時の様子

CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM

株式会社トヨックス

「BCPにおける水害対策の強化」



気候変動等によるリスク評価を本社サイドで把握している情報のみで行うのではなく、改めて現状認
識や実態を把握するため、国内拠点へのアンケート調査を行った。その結果、「最高最低気温の変
化」によるコストアップや機器の不具合に伴う生産への影響と、「熱帯性低気圧の変化」による生産
や原材料調達への影響を懸念する声が多いことが把握できた。

出典：A-PLAT 「第一三共株式会社：国内拠点へのアンケート調査によるリスク把握」

CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM

第一三共株式会社

「国内拠点へのアンケート調査によるリスク把握」

アンケート調査の結果
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まとめ
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⚫ 気候変動による影響は顕在化．将来の悪影響が懸念される

✓ 温暖化対策は緩和策と適応策の双方が不可欠

✓ 適応策は全く新しい施策ではない

✓ 既存の対策を有効活用＋将来の気候を考慮した見直し

⚫ 気候変動を想定した行動が求められる時代

✓ 対策の更新時に将来影響を考慮してコストを抑える

✓ 温暖化・影響の進行状況の把握：モニタリング

✓ 進行状況に応じた対策の実施

⚫ 対策（緩和策，適応策）は目指すべき将来像を考えるきっかけ

✓ 長期的視点の必要性．様々な将来像を検討
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“持続可能な未来のために今必要なこと”

ご清聴ありがとうございました
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